
 

Hong Kong Regulatory Update – Fall 2026 
 

  
Securities and Futures Commission, SFC (證券及期貨事務監察委員會): SFCとマレーシア証券委
員会（SC）、ファンド相互承認の拡大及び簡易化されたデュアル IPO上場枠組みに関するMoU
を締結 2026年 7月 23日、SFCとマレーシア証券委員会（SC）は、ファンド相互承認制度の拡
大及び簡易化されたデュアル IPO 上場枠組みに関する覚書（MoU）を締結しました。香港証券
取引所とブルサ・マレーシアの相互上場を可能とし、双方向の投資フロー拡大を図るもので、

2026年 9月から施行される見込みです。 
 
Hong Kong Monetary Authority, HKMA (香港金融管理局): 香港の債券市場及び通貨市場並びに
オフショア人民元業務の発展を支援する新たな措置. 2026年 7月 7日、HKMA、中国人民銀行
及び SFC は、香港のオフショア人民元ハブ強化に向けた 11 項目の新措置を共同発表しました。
これには Southband債券コネクトの投資枠拡大や、人民元流動性ファシリティを 2,000億人民元
から 5,000億人民元へ拡大する措置（同年 7月 10日発効）、7日物オフショア人民元流動性につ
いて、入札制度の導入の検討等を含みます。 
 
Companies Registry, CR (公司註冊處): 2026年上半期の統計を公表. 公司註冊處は 2026年 7月
16日、2026年上半期に地場会社等 122,481社が新たに登記され、登記総数が過去最高の 1,609,720
社に達したと発表しました。また同時期に 903 社もの非香港籍の会社が香港を会社の本拠地と
して定め、その総数は 16,014社に達しています。 
 
Labour Department (勞工處): 台風及び暴風雨時における適切な就業上の措置を講じるよう雇
用主及び労働者に注意喚起. 勞工處は 2026 年 7 月 25 日、台風及び暴風雨に際して適切な就業
上の措置を講じるよう雇用主及び労働者に注意喚起しました。悪天候により出勤できない場合、

雇用主は賃金・賞与等を控除できず、代替勤務や休暇による相殺も認められません。 
 
Insurance Authority, IA (保險業監管局): リスクベース資本（RBC）制度の強化に関する諮問結
果を公表. 保險業監管局は 2026年 5月 8日、リスクベース資本（RBC）制度の強化に関する諮
問結果を公表しました。これは Insurance (Valuation and Capital) Rules (Cap. 41R)の改正であり、立
法会の審査を経て 2026年 12月 31日に施行される見込みです。 
 
Food and Environmental Hygiene Department, FEHD (食物環境衞生署): 冷凍デザート工場に対
する検査を強化. 食物環境衞生署は食物安全中心と共同で香港各地の冷凍デザート製造工場へ
の立入検査を強化し、2026 年 6 月 3 日に結果を公表しました。全ライセンス保持者への注意喚
起文書の送付及び新たな食品安全ガイドラインの公表も行いました。 
 
ご質問等ございましたら加来 宗徳までお問い合わせください。  
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